
１　研究の概要（背景・目的等）
　本研究は、岩手県内の再生可能エネルギーの現状を把握し、
地域貢献を促進するための課題を明らかにするとともに、課
題解決の方策を県民参加で検討することを目的としている。

２　研究の内容（方法・経過等）
２-１ 岩手県における再生可能エネルギーの現状調査
①　固定価格買取制度（以下、FIT）対象事業の分析
　岩手県内では、風力、地熱、太陽光、水力などによる再生
可能エネルギーが生産されており、その多くが、FITの対象
となっている。FITの詳細なデータが経済産業省から公表さ
れていることから、このデータを用いて岩手県内の再生可能
エネルギーの状況について分析を行った。また、文献調査に
より、地域貢献事例について調査を行った。
②　木質バイオマスに関する文献調査
　①のFIT分析により、岩手県の再生可能エネルギーの特徴
としてバイオマス発電の FIT 買取額が大きな比重を占めて
いることが判明したことから、岩手県の主要な資源である木
質バイオマスについて文献による詳細な調査を行った。
２-２　再生可能エネルギー地域循環促進ワークショップ
　一般県民、企業等を対象とし、再生可能エネルギーの地域
循環、具体的には新電力の導入を進めている先進地の現状等
を学ぶためのワークショップを開催した。ワークショップで
は、再生可能エネルギーを新電力として地域循環を進めるた
めの課題の抽出、解決方法の検討などを行なった。

３　これまで得られた研究の成果
３-１　ＦＩＴ対象事業の分析
ア　再生可能エネルギー発電所数、出力
　 岩 手 県 内の2019年 度 ま で に 設 置 さ れたFIT発 電 所 は
4,159ヶ 所 で、 太 陽 光 発 電 所 が 最 も 多 く3,864ヶ 所、 次
い で 風 力 発 電 所が261ヶ 所 で あ っ た。 発 電 出 力 は 総 計
11,777,184.0KW、太陽光発電所が 1,101,342.7kw、風力
発電所が 361,187.8KWであった（表１）。

表１　ＦＩＴ発電所の個所数、発電出力

イ　市町村別発電所の状況
　再生可能エネルギー発電所が一番多く設置されているの
は、 一 関 市で678個 所（16.3 ％）、 次 い で 花 巻市500個 所

（12.0％）、洋野町384個所（9.2％）となっており、最も少
ないのは西和賀町の５個所であった。

ウ　発電事業者の都道府県別の状況
①岩手県内・外別発電所個所数
　岩手県内に所在する事業者の発電所個所数は2,763ヶ所で
岩手県外の事業者の発電所個所数1,396ヶ所よりも1,367ヶ
所多かった。岩手県内外ともに太陽光発電所が多く、岩手県
内は2,686ヶ所、岩手県外1,178ヶ所であった。
②岩手県内・外別発電出力
　岩手県内外別発電出力については、岩手県外事業者の総発
電出力が970,157KW、岩手県内が807,027KWと県外事業
者の発電出力の方が163,130KW上回っていた。
③事業者所在地（都道府県）別発電所個所数
　事業者の都道府県別発電所個所数は、岩手県が最も多く２，
７６３ヶ所、次いで東京都６７０ヶ所、宮城県１８５ヶ所、北海道
１１３ヶ所となっていた。
④都道府県別発電出力
　事業者の都道府県別発電出力は、東京都が最も大き
く、857,253.5KW、 次 い で 岩 手 県 807,027KW、 宮 城 県
23,407KWで、他の道府県は１％未満であった。

エ　固定価格買取額の試算
　岩手県内の2012年度から2019年度までの固定価格買取額
の推計額は1,081億5,404万5,762円、今後の通算買取価格の
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３ これまで得られた研究の成果 

３-１ 固定価格買取制度対象事業の分析 

ア 再生可能エネルギー発電所数、出力 

岩手県内の2019年度までに設置されたFIT発電所は4,159

ヶ所で、太陽光発電所が最も多く3,864ヶ所、次いで風力発
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太陽光発電所が1,101,342.7kw、風力発電所が361,187.8㎾

であった（表１）。 

 

 

表1 FIT発電所の個所数、発電出力 

発電区分 個所数 発電出力計（kW） 
太陽光 3,864 1,101,342.7 
風力 261 361,187.8 
水力 18 20,062.5 
バイオマス 14 272,192.0 
地熱 2 22,399.0 
総計 4,159 1,777,184.0 
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再生可能エネルギー発電所が一番多く設置されているの

は、一関市で 678 個所（16.3％）、次いで花巻市 500 個所

（12.0％）、洋野町384個所（9.2％）となっており、最も少

ないのは西和賀町の5個所であった。 

 

ウ 発電事業者の都道府県別の状況 

①岩手県内・外別発電所個所数 

岩手県内に所在する事業者の発電所個所数は 2,763 ヶ所

で岩手県外の事業者の発電所個所数1,396ヶ所よりも1,367
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県内は2,686ヶ所、岩手県外1,178ヶ所であった。 

②岩手県内・外別発電出力 

岩手県内外別発電出力については、岩手県外事業者の総発

電出力が970,157KW、岩手県内が807,027KWと県外事業者の

発電出力の方が163,130KW上回っていた。 
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④都道府県別発電出力 

事業者の都道府県別発電出力は、東京都が最も大きく、

857,253.5㎾、次いで岩手県 807,027㎾、宮城県 23,407㎾

で、他の道府県は1％未満であった。 
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格の合計は2兆1,345億7,666万4,000円となった。 

発電施設の種別ごとの内訳は、バイオマスが最も多く年間

458億3,783万2,283円、通算で9,167億5,664万5,651円、

次に太陽光が年間 395億 1,992万 2,284円、通算 7,903億

9,844万 5,680円、風力が年間 155億 1,256万 917円通算

3,102億5,121万8,337円となった。 

 

オ 事業者の県内、県外別固定価格買取額 

岩手県内事業者の買取額は年間で 719 億 8,685 万 7,444

円、通算で1兆4,058億3,115万5,404円、岩手県外事業者

は、年間 372億 381万 2,343円、通算で 7,440億 7,624万

6,860円(35%)であった。 

県内事業者の発電施設ごとの買取額内訳はバイオマスが

最も多く、457億3,452万346.6円、太陽光156億8,520万

1,016.0円 地熱67億8,119万8,694.4円であった。 

県外事業者の発電施設ごとの買取額内訳は、太陽光が最も

多く、238億3,472万1,268円、風力120億8,454万1,021.2

円、水力11億8,123万8,117.8円であった。 

 

カ 市町村別固定価格買取額の試算 

市町村別固定価格買取額について、岩手県内の市町村に設

置されている発電所から発生する固定価格買取額を事業所

所在地別に試算を行なった。 

最も買取額が大きいのは釜石市で 287 億 3,910 万 3,913

円、次いで大船渡市、八幡平市と続く。 

県内事業者の発電施設による買取額の方が多い市町村は

18 市町村、県外事業者の発電施設による買取額の方が多い

市町村は 15市町村で、半数の市町村で県外事業者の買取額

が多くなっている。 

 釜石市や、大船渡市、八幡平市などは90％程度が県内事業

者で、奥州市、北上市などは県内県外事業者が半々程度、遠

野市、二戸市、葛巻町、山田町などは90％以上が県外事業者

となっている。 

 

３-２ 木質バイオマス発電と地域貢献 

木質バイオマス発電は地域の森林・林業・木材産業に木材

の価格を下支えし、木材の地域内流通を促進させる効果が期

待される一方、発電におけるエネルギー効率は低く、結果と

して多くの燃料を要することから、未利用材区分の形骸化や、

森林伐採の加速による地域の森林荒廃が懸念されている。 

近年、コロナ禍にあっても木質バイオマス発電燃料の利用

量、取引総額は増加しており、既存の木材流通にも少なくな

い影響を与えると推察される。 

木質バイオマス発電所は、木材「価格の下支え」役として、

地域の木材産業に貢献している。木質バイオマス発電所がで

きたことで、C材、D材の引受先ができたという側面を持つ。 

全国的に見て木質バイオマス発電所の数は急増し、現在約 

180基に達しており、必要とする燃料としての木材は 902 万 

m3であるが、うち3分の2が国産材であり、残りは輸入であ

る。木質バイオマス発電所では木材以外の燃料も使われてお

り、輸入チップ、ペレット、PKS、製材等残材、建設資材廃棄

物を含めれば，国産の燃料材は全体の 4分の 1程度である。  

木質バイオマス発電所が求める燃料材の流通は既存の製

紙用チップの流通などにも影響を及ぼしている。 

岩手県内のFITで1㎾あたり32 円で買い取れる材（32円

財）を出材できる森林経営計画制度認定民有林は、総森林面

積 117 万haのうちの78万haで、認定率は4分の1程度で

あり全国平均の 3分の 1程度より認定率が低い。32円材を

納入するハードルは他県より相対的に高い。（認定を受けな

い場合1㎾あたり24円で買い取られる。） 

 

３-３ 再生可能エネルギー地域循環促進ワークショップ 

市民参加による再生可能エネルギーの導入の検討を進め

るため、2021年3月26日岩手県立大学アイーナキャンパス

学習室１で13：30～16:30会場と遠隔併用でワークショップ

を開催した。参加者は会場 20人、オンライン 18人の計 38

人であった。 

認定NPO法人太陽光発電所ネットワーク代表理事・都筑建

氏から「地域主導で達成するカーボンニュートラル」、(一社)

ローカルグリッド創生支援機構事務局長・稲垣憲治氏から

「地域新電力の最前線と地域経済効果」、久慈地域エネルギ

ー㈱代表取締役・若林治男氏から「エネルギーで地域を元気

にする・アマリンでんき」のお話を聞いた後に質疑応答、デ

ィスカッションを行った。  

４ 今後の具体的な展開 

岩手県における再生可能エネルギーの実態がおぼろげな

がら明らかになった。FITによる買取価格は、総計で2兆円

を超える規模であること、再生可能エネルギー発電所事業者

が、ほとんど県外事業者になっている市町村があり、FITの

恩恵が十分に地域に還元されていない可能性があること、買

取価格が最も大きかったのはバイオマス発電で、岩手県の森

林資源が活用されていること、森林バイオマスの活用に当た

り森林経営計画制度認定民有林が全国平均よりも認定率が

低いため、高く買い取ってもらえないこと、再生可能エネル

ギーの地域貢献には、地域新電力の活用が重要であるがその

普及が遅れていることなどが明らかとなった。今後は、岩手

県の特徴でもある森林バイオマスの活用を図るために森林

経営計画制度民有林の認定率がなぜ全国平均よりも少ない

のかという課題の分析、地域新電力の導入促進のためにはど

うすべきかを検討するなど、再生可能エネルギーが今まで以

上に地域に貢献する方策についての研究が必要である。 

５ その他（参考文献・謝辞等） 
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置されている発電所から発生する固定価格買取額を事業所所
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３-２　木質バイオマス発電と地域貢献
　木質バイオマス発電は地域の森林・林業・木材産業に木材
の価格を下支えし、木材の地域内流通を促進させる効果が期
待される一方、発電におけるエネルギー効率は低く、結果とし
て多くの燃料を要することから、未利用材区分の形骸化や、森
林伐採の加速による地域の森林荒廃が懸念されている。
　近年、コロナ禍にあっても木質バイオマス発電燃料の利用量、
取引総額は増加しており、既存の木材流通にも少なくない影響
を与えると推察される。
　木質バイオマス発電所は、木材「価格の下支え」役として、
地域の木材産業に貢献している。木質バイオマス発電所ができ
たことで、Ｃ材、Ｄ材の引受先ができたという側面を持つ。
　全国的に見て木質バイオマス発電所の数は急増し、現在約 
180基に達しており、必要とする燃料としての木材は902万㎥であ
るが、うち３分の２が国産材であり、残りは輸入である。木質バ
イオマス発電所では木材以外の燃料も使われており、輸入チップ、

ペレット、PKS、製材等残材、建設資材廃棄物を含めれば，国
産の燃料材は全体の４分の１程度である。
　木質バイオマス発電所が求める燃料材の流通は既存の製紙用
チップの流通などにも影響を及ぼしている。
　岩手県内の民有林は総森林面積117万haのうちの78万haを
占める。この民有林のうち32円材を出材できる森林経営計画制
度の認定率は4分の1程度である（全国平均は3分の1）。32円
材を納入するハードルは他県より相対的に高い（認定を受けな
い場合１KWあたり24円で買い取られる）。

３-３　再生可能エネルギー地域循環促進ワークショップ
　市民参加による再生可能エネルギーの導入の検討を進めるた
め、2021年3月26日岩手県立大学アイーナキャンパス学習室１
で13：30〜16：30会場と遠隔併用でワークショップを開催した。
参加者は会場20人、オンライン18人の計38人であった。
　認定NPO法人太陽光発電所ネットワーク代表理事・都筑建氏
から「地域主導で達成するカーボンニュートラル」、（一社）ローカ
ルグリッド創生支援機構事務局長・稲垣憲治氏から「地域新電
力の最前線と地域経済効果」、久慈地域エネルギー㈱代表取締
役・若林治男氏から「エネルギーで地域を元気にする・アマリン
でんき」のお話を聞いた後に質疑応答、ディスカッションを行った。

　

４　今後の具体的な展開
　岩手県における再生可能エネルギーの実態がおぼろげながら
明らかになった。FITによる買取価格は、総計で２兆円を超える規
模であること、再生可能エネルギー発電所事業者が、ほとんど県
外事業者になっている市町村があり、FITの恩恵が十分に地域に
還元されていない可能性があること、買取価格が最も大きかった
のはバイオマス発電で、岩手県の森林資源が活用されていること、
森林バイオマスの活用に当たり森林経営計画制度認定民有林が
全国平均よりも認定率が低いため、高く買い取ってもらえないこ
と、再生可能エネルギーの地域貢献には、地域新電力の活用が
重要であるがその普及が遅れていることなどが明らかとなった。今
後は、岩手県の特徴でもある森林バイオマスの活用を図るために
森林経営計画制度民有林の認定率がなぜ全国平均よりも少ない
のかという課題の分析、地域新電力の導入促進のためにはどうす
べきかを検討するなど、再生可能エネルギーが今まで以上に地域
に貢献する方策についての研究が必要である。

〈利用したデータについて〉
　FITの分析に当たっては、事業計画認定情報　公表用ウェ
ブサイトによる 2020年3月31日時点のデータを使用した。
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